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(57)【要約】
【課題】流体の種類や温度などの環境条件が変化しても
広範囲の流量を高精度に計測すること。
【解決手段】本発明の超音波流量計は、被計測流体を一
方の開口端から他方の開口端に通す単層の矩形流路３と
、矩形流路断面の短辺側の壁面に超音波が送受信できる
ように配置した一対の超音波送受波器５，６と、一対の
超音波送受波器間の超音波伝播時間を計測する計時装置
１０と、計時装置１０により得られた超音波伝播時間に
基づき被測定流体の流速及び流量を演算する演算部１１
とを備えている。さらに、超音波送受波器より発生した
超音波のほぼ均一な部分を、矩形流路の短辺側の壁面に
設けた超音波伝播開口部４より、流路内部に伝播するこ
とにより、均一な超音波が、流路断面の全域に超音波が
伝播され、流速分布の影響を最小限に抑えることができ
るため、広範囲の流量を高精度に計測することができる
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
被測定流体を一方の開口端から他方の開口端に通す単層の矩形流路と、
前記矩形流路の短辺側の壁面に超音波が送受信できるように配置した一対の超音波送受波
器と、
前記一対の超音波送受波器間の超音波伝播時間を計測する計時装置と、
前記計時装置により得られた超音波伝播時間に基づき前記被測定流体の流速及び流量を演
算する演算部と、を備える超音波流量計において、
前記超音波送受波器より発生した超音波のほぼ均一な部分を、前記矩形流路の短辺側の壁
面に設けた超音波伝播開口部より、流路内部に伝播するようにした超音波流量計。
【請求項２】
流体を一方の開口端から他方の開口端に通す多層の矩形流路と、
前記矩形流路断面の短辺側の壁面に超音波が送受信できるように配置した一対の超音波送
受波器と、
前記一対の超音波送受波器間の超音波伝播時間を計測する計時装置と、
前記計時装置により得られた超音波伝播時間に基づき前記被測定流体の流速及び流量を演
算する演算部と、を備える超音波流量計において、
前記矩形流路は、超音波を伝播する流量計測層と、超音波を伝播しない非流量計測層とに
分割され、前記超音波送受波器より発生した超音波のほぼ均一な部分を、前記矩形流路の
短辺側の壁面に設けた超音波伝播開口部より前記流量計測層に伝播するようにした超音波
流量計。
【請求項３】
前記矩形流路断面の短辺側の壁面に設けられた超音波伝播開口部に伝播される超音波は、
その最大出力に対する相対感度が－６～０ｄＢの範囲となるようにした請求項１及び２記
載の超音波流量計。
【請求項４】
前記矩形流路断面の短辺側の壁面に設けられた超音波伝播開口部と同一面内の非開口部に
吸音部材を形成する事を特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の超音波流量計
。
【請求項５】
前記超音波伝播開口部は矩形とし、前記超音波伝播開口部の短辺の寸法は、前記超音波送
受波器に備えられた圧電体の音波放射面方向寸法と比べ小さく設定した請求項１から４記
載のいずれか１項に記載の超音波流量計。
【請求項６】
一対の前記超音波送受波器に備えられた圧電体は、送受波面が円形である請求項１から５
のいずれか１項に記載の超音波流量計。
【請求項７】
前記超音波送受波器の駆動周波数は、計測に影響を与えない範囲で前記超音波送受波器の
共振周波数とは異なる周波数で駆動することを特徴とする請求項１から６のいずれか１項
に記載の超音波送受波器。
【請求項８】
前記超音波送受波器は、圧電体と音響整合層を備え、前記音響整合層の中央部の厚みをλ
／４の厚みより計測に影響を与えない範囲でずらすように設定した請求項１から７のいず
れか１項に記載の超音波流量計。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、流体中に超音波を送信、または、流体中を伝播する超音波を受信するための
超音波送受波器を用いる超音波流量計に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　従来この種の超音波流量計は、例えば図１２に示すように、計測部５０内を流れる流体
に一方の超音波送受波器から超音波を送信し、他方の超音波送受波器で流体を通過した超
音波を受信するものである（例えば、特許文献１参照）。そして、計測部は、流体の流路
が複数層で構成されているとともに、超音波送受波器が向かい合うそれぞれの計測範囲同
士を結ぶことにより形成される計測領域が流体の流路全体とほぼ交差するように構成され
ていることを特徴としており、計測部の内壁の高さは、超音波送受波器を構成する圧電体
の直径にほぼ等しい構成となっている。
【０００３】
　また、流体が流れる断面長方形の矩形流路と、矩形流路の短辺側に配置され、矩形流路
を横断して超音波を送信または受信する一対の振動子と、振動子間の信号伝播時間を計測
し、その計測結果に基づいて流体の流量を算出する流量演算部とを具備した流量計測装置
も開示されている（例えば、特許文献２参照）。この発明においては、流路断面の全域で
超音波を送信／受信するように、１対の振動子の送信／受信面の長さを矩形流路の対向す
る短辺の長さとほぼ等しくなるよう設定している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－２４０５０４号公報
【特許文献２】特開平０９－１８９５８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、前記従来の超音波流量計では、流量計を量産する場合において、超音波
送受波器の特性ばらつきが生じた場合、レイノルズ数の変化に応じて、流量補正係数にば
らつきを生じることがあり、流量測定値に誤差を生じることがあった。
【０００６】
　また、超音波送受波器自体の経年変化によって超音波送受波器の特性が変化した場合、
レイノルズ数の変化に応じて補正係数が変化し、流量測定値に誤差を生じることがあると
いう課題を有していた。
【０００７】
　本発明は、前記従来の課題を解決するもので流量計の量産において、超音波送受波器の
特性がばらつき、経年変化によっても広範囲の流量を高精度に計測することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するため本発明の超音波流量計は、被測定流体を一方の開口端から他方
の開口端に通す単層の矩形流路と、前記矩形流路の短辺側の壁面に超音波が送受信できる
ように配置した一対の超音波送受波器と、前記一対の超音波送受波器間の超音波伝播時間
を計測する計時装置と、前記計時装置により得られた超音波伝播時間に基づき前記被測定
流体の流速及び流量を演算する演算部と、を備えている。そして、前記超音波送受波器よ
り発生した超音波のほぼ均一な部分を、前記矩形流路の短辺側の壁面に設けた超音波伝播
開口部より、流路内部に伝播するようにしたものである。
【０００９】
　これによって、流量計を量産する場合において、超音波送受波器の特性ばらつきが生じ
た場合、あるいは、超音波送受波器の特性が変化した場合においても、比較的均一な超音
波が、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測す
ることができる。
【発明の効果】
【００１０】
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　本発明の超音波流量計は、超音波送受波器の特性ばらつき、経年変化によっても広範囲
の流量を高精度に計測することが出来る。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】（ａ）本発明の実施の形態１における超音波流量計の断面図、（ｂ）本発明の実
施の形態１におけるｘ－ｘ’の線分における断面図
【図２】本発明の実施の形態１のｙ－ｙ′の線分における断面図
【図３】本発明の実施の形態１における超音波伝播開口部を示す図
【図４】（ａ）本発明の実施の形態１における超音波送受波器の上面概略図、（ｂ）本発
明実施の形態における超音波送受波器の断面図
【図５】本発明の実施の形態１における超音波送受波器の超音波分布（相対感度分布）を
示す図
【図６】本発明の実施の形態２における流量計の一部断面図
【図７】本発明の実施の形態３における出力の周波数特性を示す図
【図８】本発明の実施の形態４における超音波分布を示す図
【図９】本発明の実施の形態４における周波数特性を示す図
【図１０】本発明の実施の形態５における超音波送受波器断面図
【図１１】本発明の実施の形態５における超音波分布を示す図
【図１２】従来の超音波流量計を示す図
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　第１の発明は、被測定流体を一方の開口端から他方の開口端に通す単層の矩形流路と、
矩形流路断面の短辺側の壁面に超音波が送受信できるように配置した一対の超音波送受波
器と一対の超音波送受波器間の超音波伝播時間を計測する計時装置と、計時装置により得
られた超音波伝播時間に基づき被測定流体の流速及び流量を演算する演算部とを備える超
音波流量計である。そして、特に、超音波送受波器より発生した超音波のほぼ均一な部分
を、矩形流路の短辺側の壁面に設けた超音波伝播開口部より、流路内部に伝播するように
したものである。これにより、超音波送受波器の製造上の特性ばらつきが生じた場合、あ
るいは、超音波送受波器の特性が変化した場合においても、比較的均一な超音波が、流路
断面の全域に超音波が伝播されることになり、流速分布の影響を最小限に抑えることがで
きるため、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００１３】
　第２の発明は、流体を一方の開口端から他方の開口端に通す多層の矩形流路と、矩形流
路断面の短辺側の壁面に超音波が送受信できるように配置した一対の超音波送受波器と、
一対の超音波送受波器間の超音波伝播時間を計測する計時装置と、計時装置により得られ
た超音波伝播時間に基づき被測定流体の流速及び流量を演算する演算部と、を備えた超音
波流量計である。そして、矩形流路は、超音波を伝播する流量計測層と、超音波を伝播し
ない非流量計測層とに分割され、超音波送受波器より発生した超音波のほぼ均一な部分を
、矩形流路の短辺側の壁面に設けた超音波伝播開口部より流量計測層に伝播するようにし
たものである。これにより、超音波送受波器の製造上の特性ばらつきが生じた場合、ある
いは、超音波送受波器の特性が変化した場合においても、比較的均一な超音波が、流路断
面の全域に超音波が伝播されることになり、流速分布の影響を最小限に抑えることができ
るため、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００１４】
　また、矩形多層流路は、超音波を伝播する流量計測層と、超音波を伝播しない非流量計
測とに分割することによって、流量計としたときの圧力損失を低減することができる。
【００１５】
　第３の発明は、特に第１または第２の発明において、矩形流路断面の短辺側の壁面に設
けられた超音波伝播開口部に伝播される超音波は、超音波送受波器の相対感度が最大出力
に対し、－６～０ｄＢの範囲となるようにしたものである。これにより、超音波送受波器
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の製造上の特性ばらつきが生じた場合、あるいは、超音波送受波器の特性が変化した場合
においても、より均一な超音波が、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広
範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００１６】
　第４の発明は、特に第１から第３の発明のいずれかにおいて、矩形流路断面の短辺側の
壁面に設けられた超音波伝播開口部と同一面内の非開口部に吸音部材を形成する事を特徴
としたものである。これにより、超音波送受波器より発生した超音波が、非開口部に反射
して再度流路に伝播する事を抑制することができ、より均一な超音波が、流路断面の全域
に超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００１７】
　第５の発明は、特に第１から第４の発明のいずれか１つにおいて、前記超音波伝播開口
部は矩形とし、前記超音波伝播開口部の短辺の寸法は、超音波送受波器に備えられた圧電
体の音波放射面方向寸法とくらべ小さく設定したものである。これにより、より均一な超
音波が、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測
することができる。
【００１８】
　第６の発明は、特に第１から第５の発明のいずれか１つにおいて、一対の超音波送受波
器に備えられた圧電体は、送受波面が円形としたものである。これにより、より均一な超
音波が、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測
することができる。
【００１９】
　第７の発明は、特に第１から第６の発明のいずれか１つにおいて、超音波送受波器の駆
動周波数は、計測に影響を与えない範囲で超音波送受波器の共振周波数とは異なる周波数
で駆動することとしたものである。これにより、より均一な超音波が、流路断面の全域に
超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００２０】
　第８の発明は、特に第１から第７の発明のいずれか１つにおいて、超音波送受波器は、
圧電体と音響整合層を備え、音響整合層の中央部の厚みをλ／４の厚みより計測に影響を
与えない範囲でずらすように設定したものである。これにより、より均一な超音波が、流
路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測することが
できる。
【００２１】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。なお、本実施の形
態によって本発明が限定されるものではない。
【００２２】
　（実施の形態１）
　図１（ａ）は、本発明の第１の実施の形態における超音波流量計の流れ方向の断面図を
示しており、図１（ｂ）は、図１（ａ）において、図中に記載したｘ－ｘ’の線分におけ
る矩形流路３の断面図を示している。
【００２３】
　図１（ａ）において、流体を一方の開口端１から他方の開口端２へ通す矩形流路３は、
被測定流体を通す配管である。また、この矩形流路３に対して斜めに超音波が送受信され
るように、矩形流路３の短辺側の壁面に、超音波伝播開口部４が設けられており、その延
長上に、超音波送受波器５，６が対向するように固定されている。図１に示すように、超
音波送受波器５、６が短辺側の壁面に取り付けられており、超音波は、流路長辺側の壁面
と並行するように、流路内部を伝播する。なお、超音波送受波器５、６は、矩形流路３に
、シール部７を介し、超音波送受波器の背面より固定板８によって圧縮するように固定す
る構成となっている。
【００２４】
　矩形流路３はたとえば、熱可塑性樹脂の樹脂成型体で構成するのが好ましい。矩形流路
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３はともに、被計測流体である都市ガス、あるいはＬＰガス、空気、メタンなどの気体に
直接接触するため、これらのガスに対して耐性のある樹脂である必要がある。そのため、
たとえば、矩形流路３の材料は、ポリアセタール、ポリブチレンテレフタレート、ポリフ
ェニレンサルファイド、液晶高分子などがより好ましい。また、これらの樹脂のほかに、
計測ガスに耐性のある材料であれば特に限定されない。また、熱硬化性樹脂でも可能であ
り、例えば、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂、フェノール樹脂、メラミン樹脂なども使用
可能である。これらの樹脂に、音響インピーダンスの異なる材料を添加することによって
、成型体内部に伝播する音を乱反射させ、より効果的に流路壁内部を伝播する超音波伝播
をより早く減衰させることが出来る。この音響インピーダンスの異なる材料としてたとえ
ば、樹脂バルーン、ガラスバルーン、シラスバルーンなどの内部に空隙を持った材料が特
に好適である。あるいは、樹脂に対して音響インピーダンスの大きいガラス粉、ガラス繊
維、鉄粉、酸化チタン、などを加えても効果がある。
【００２５】
　また、これら成型体に空隙を直接形成する方法も効果がある。その空隙の形成方法は、
例えば、流路部及び超音波送受波器固定部の成型時に、あらかじめ発泡剤含んだ成型樹脂
を成型することによって、成型時の熱によって発泡剤が熱分解してガスが発生し、そのガ
スによって発砲させる方法が挙げられる。あるいは、二酸化炭素、窒素などの気体を超臨
界状態で溶融させて成型する成型方法によっても可能である。
【００２６】
　発泡剤としては、たとえば、ジニトロソペンタメチレンテトラミン、アゾジカルボンア
ミド、ｐ，ｐ’－オキシビスベンゼンスルホニルヒドラジド、ヒドラゾジカルボンアミド
、炭酸水素ナトリウムなどがあげられる。
【００２７】
　シール部７としては、たとえば、二トリルゴム、シリコンゴムなど、ゴム弾性を示す材
料であれば特に限定されない。本実施の形態においては、図４に示すように、例えばＯリ
ング形状とし、圧縮するようにして固定する。
【００２８】
　以上のように構成された超音波流量計について、以下その動作、作用を説明する。
【００２９】
　流体の流れる流量計測部９に、一対の超音波送受波器５、６を、流体が流れる方向に対
し斜めに、かつ、互いに対向するように配置する。超音波送受波器５、６は被計測流体に
直接、接する構成となっている。
【００３０】
　Ｌ１は、上流側に配置された超音波送受波器５から伝播する超音波の伝播経路を示して
いる。Ｌ２は下流側に配置された超音波送受波器６の超音波の伝播経路を示している。
【００３１】
　管の中を流れる流体の流速をＶ、流体中を超音波が伝播する速度をＣ、流体の流れる方
向と超音波パルスの伝播方向との間の角度をθとする。
【００３２】
　超音波送受波器５を超音波送波器、超音波送受波器６を超音波受波器として用いたとき
に、超音波送受波器５から出た超音波パルスが超音波送受波器６に到達する伝播時間ｔ１
は、
　　　　ｔ１　＝　Ｌ　／（Ｃ＋Ｖｃｏｓθ）　　　　　　　　　　　（１）
で示される。
【００３３】
　次に超音波送受波器６から出た超音波パルスが超音波送受波器５に到達する伝播時間ｔ
２は、
　　　　ｔ２　＝　Ｌ　／（Ｃ－Ｖｃｏｓθ）　　　　　　　　　　　（２）
で示される。
【００３４】
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　そして、（１）と（２）の式から流体の音速Ｃを消去すると、
　　　　Ｖ　＝　Ｌ　／２ｃｏｓθ（１／ｔ１－１／ｔ２）　　（３）
の式が得られる。
【００３５】
　Ｌとθが既知なら、計時装置１０にてｔ１とｔ２を測定することにより流速Ｖが求めら
れる。必要に応じて、この流速Ｖに矩形流路３の断面積Ｓと補正係数Ｋを乗じれば、流量
Ｑを求めることができる。演算部１１は、上記Ｑ＝ＫＳＶを演算するものである。
【００３６】
　以上のように構成した超音波流量計において、超音波送受波器５，６と矩形流路３との
関係について説明する。
【００３７】
　図２は、図１（ａ）において、図中に記載したｙ－ｙ′線分における断面図を示してい
る。
【００３８】
　図２において、超音波送受波器５，６は、超音波が送受信できるように対向させ、矩形
流路３に取り付けられた構成となっている。超音波送受波器５より発生した超音波は、超
音波伝播開口部４を通って、超音波送受波器６に到達する構成となっている。
【００３９】
　図３は、実施の形態１における超音波送受波器５，６の音響整合体２３のうちの、超音
波伝播開口部４と非開口部１５とを示している。
【００４０】
　図３において、超音波送受波器５より発生した超音波は、超音波伝播開口部４を通って
伝播する。超音波伝播開口部４は矩形の形状（図示せず）とし、図中に記載した寸法ｂは
、矩形流路３の短辺と同一の寸法とするのが好ましい。図３の外周における非開口部１５
には例えば、吸音部材を形成することで、超音波送受波器より発生した超音波が、非開口
部に反射して再度流路に伝播する事を抑制することができる。これにより、均一な超音波
が流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測するこ
とができる。
【００４１】
　吸音部材としては、例えば、ポルウレタン等の発砲成形体、あるいは、ポリエステル繊
維、スポンジ等が挙げられる。
【００４２】
　流路内の流体の流速は、一般的に図２に図示したように、流路中央部の流速が大きく、
壁面の流速がゼロとなるような流速分布が存在する。超音波送受波器の超音波分布のばら
つきがあると、この流体の流速分布の影響を受ける度合いにもばらつきが生じることにな
り、結果的に計測値に誤差を生じる結果となる。
【００４３】
　以下、超音波送受波器５，６、超音波分布に関して詳細に説明する。
【００４４】
　図４（ａ）は、本発明の第１の実施の形態における超音波送受波器の上面概略図、図４
（ｂ）は、本発明実施の形態における超音波送受波器の断面図を示している。
【００４５】
　図４（ｂ）において超音波送受波器５には、圧電体２２と音響整合体２３とが接着剤で
接合され、音響整合体２３とケース２４とも同様に接着剤で固定されている。音響整合体
２３は例えば、ガラスバルーンとエポキシ樹脂との混合体で形成することが出来る。本発
明においては、音響整合体はλ／４の厚みに調整する。例えば、音響整合体２３として、
ガラスバルーンとエポキシ樹脂との混合体を用いる場合、音速は、約２４００ｍ／ｓｅｃ
のとなり、２００ｋＨｚで駆動する超音波送受波器とする場合、波長λ＝１２ｍｍとなる
。音響整合体１３の厚みはλ／４とするため、おおよそ３ｍｍとする必要がある。なお、
音響整合体の厚み調整は、例えばダイシング装置、あるいは研磨機で行うのが好適である
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。
【００４６】
　ケース２４は例えば、アルミニウム、ステンレス、黄銅、銅などの金属、あるいは、矩
形流路３と同様に、計測ガスに耐性のある熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂で構成されること
が好ましい。
【００４７】
　圧電体２２には電極リード２５が電気的に接合されており、この電極リード２５を介し
て、計時装置１０より、圧電体の共振周波数に近い周波数の矩形信号で駆動することで、
電気信号が圧電体２２に加えられる。これにより、圧電体によって電気信号が機械的振動
に変換され、圧電体と音響整合体２３とが共振し、より大きな超音波信号が、超音波伝播
開口部４を通って被計測流体に伝播する。圧電体と電極リードとの接合ははんだ接合で実
施することができる。
【００４８】
　ここで、超音波送受波器５から発生する超音波信号には、超音波が強い部分と弱い部分
が存在とが存在する。これを超音波分布という。以下に、超音波送受波器の超音波分布に
ついて説明する。
【００４９】
　図５は圧電体が径方向の振動モードをもつ超音波送受波器の超音波分布（相対感度分布
）を示している。
【００５０】
　図５において、横軸に、図４（ａ）に記載した線分Ａ－Ｂ方向の寸法（音波放射面方向
寸法）、縦軸に、超音波信号の相対感度Ｅを示しており、相対感度Ｅは以下の式（４）に
よって与えられる。相対感度Ｅは、ある地点における信号強さ（Ｓｐ）の信号強さの最大
値（Ｓｍａｘ）に対する分布を示している。
【００５１】
　　　　Ｅ　＝　２０　×　ｌｏｇ（　Ｓｐ　／　Ｓｍａｘ　）　　　　　　　　　　（
４）
　図５に示すように、圧電体中央部分の感度が高く（Ｓｍａｘ）、外周方向に行くに従っ
て感度が低下するような超音波分布となることがわかる。センサ特性にばらつきによって
おこる超音波分布のばらつきが、流速分布の影響度合いに違いを生じさせ、結果的に流量
計測誤差となる。
【００５２】
　本発明においては、超音波の均一な部分を、相対感度が－６～０ｄＢの範囲となるよう
にしたことによって、超音波送受波器の製造上の特性ばらつきが生じた場合、あるいは、
超音波送受波器の特性が変化した場合においても、より均一な超音波が、流路断面の全域
に超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測することができる。なお
、従来の流量計では、流量補正係数にばらつきがあり、計測精度が低下するが、本発明の
第１の実施の形態における超音波流量計の流量補正係数は従来に比べ、ばらつきが小さく
することができる。
【００５３】
　これは、これまで述べたように、超音波分布の小さい部分のみを被計測流体に伝播する
ことが出来、その結果、流体の流速分布による影響を最小限にすることが出来るためであ
る。
【００５４】
　この超音波分布が計測に影響を及ぼすため、どの程度の超音波分布までが許容できるか
を以下に記載する。
【００５５】
　図２、３に示した、超音波伝播開口部４の寸法ｂ、超音波送受波器の圧電体寸法ａ、図
５に示した超音波分布の安定領域ｃとは以下の関係である必要がある。
【００５６】
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　　　　ａ　＞　ｃ　＞　ｂ　　　　　　（５）
以下表にまとめた。
【００５７】
【表１】

【００５８】
　以上のように、相対感度が－６～０ｄＢの範囲（安定領域ｃ）の超音波の感度分布であ
れば、計測精度に影響を及ぼすことなく、流体の種類や温度などの環境条件が変化しても
流速分布に影響されない受信信号とすることが出来、結果、広範囲の流量を高精度に計測
することができる。
【００５９】
　以上のように本実施の形態における超音波流量計は、被測定流体を一方の開口端から他
方の開口端に通す単層の矩形流路と、矩形流路断面の短辺側の壁面に超音波が送受信でき
るように配置した一対の超音波送受波器と一対の超音波送受波器間の超音波伝播時間を計
測する計時装置と、計時装置により得られた超音波伝播時間に基づき被測定流体の流速及
び流量を演算する演算部とを備えたものである。そして、特に、超音波送受波器より発生
した超音波のほぼ均一な部分を、矩形流路の短辺側の壁面に設けた超音波伝播開口部より
、流路内部に伝播するようにしたものである。これにより、超音波送受波器の製造上の特
性ばらつきが生じた場合、あるいは、超音波送受波器の特性が変化した場合においても、
比較的均一な超音波が、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、流速分布の影
響を最小限に抑えることができるため、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００６０】
　また、矩形流路断面の短辺側の壁面に設けられた超音波伝播開口部に伝播される超音波
は、超音波送受波器の相対感度が最大出力に対し、－６～０ｄＢの範囲となるようにした
。これにより、超音波送受波器の製造上の特性ばらつきが生じた場合、あるいは、超音波
送受波器の特性が変化した場合においても、より均一な超音波が、流路断面の全域に超音
波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００６１】
　さらに、矩形流路断面の短辺側の壁面に設けられた超音波伝播開口部と同一面内の非開
口部に吸音部材を形成する事を特徴とする超音波流量計とした。これにより、超音波送受
波器より発生した超音波が、非開口部に反射して再度流路に伝播する事を抑制することが
でき、より均一な超音波が、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広範囲の
流量を高精度に計測することができる。
【００６２】
　さらに、矩形流路に設けた超音波伝播開口部（矩形）における短辺の寸法は、超音波送
受波器に備えられた圧電体の音波放射面方向寸法とくらべ小さく設定した。これにより、
より均一な超音波が、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を
高精度に計測することができる。
【００６３】
　さらに、一対の超音波送受波器に備えられた圧電体は、送受波面が円形であるとした。
これにより、より均一な超音波が、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広
範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００６４】
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　また、超音波送受波器の駆動周波数は、計測に影響を与えない範囲で超音波送受波器の
共振周波数とは異なる周波数で駆動することとした。これにより、より均一な超音波が、
流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、広範囲の流量を高精度に計測すること
ができる。
【００６５】
　（実施の形態２）
　図６は本実施の形態における流量計の一部断面図を示している。
【００６６】
　図６において、超音波送受波器５，６は、超音波が送受信できるように対向させ、矩形
流路３に取り付けられた構成となっている。超音波送受波器５より発生した超音波は、超
音波伝播開口部４を通って、多層板３１によって、超音波を伝播する流量計測層３２と、
超音波を伝播しない非流量計測層３３とに分割された多層部を通って、超音波送受波器６
に到達する構成となっている。
【００６７】
　本発明実施の形態における超音波流量計は、流体を一方の開口端から他方の開口端に通
す多層の矩形流路と、矩形流路断面の短辺側の壁面に超音波が送受信できるように配置し
た一対の超音波送受波器と、一対の超音波送受波器間の超音波伝播時間を計測する計時装
置と、計時装置により得られた超音波伝播時間に基づき被測定流体の流速及び流量を演算
する演算部と、を備えたものである。そして、矩形流路は、超音波を伝播する流量計測層
と、超音波を伝播しない非流量計測層とに分割され、超音波送受波器より発生した超音波
のほぼ均一な部分を、矩形流路の短辺側の壁面に設けた超音波伝播開口部より流量計測層
に伝播するようにしたものである。これにより、超音波送受波器の製造上の特性ばらつき
が生じた場合、あるいは、超音波送受波器の特性が変化した場合においても、比較的均一
な超音波が、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、流速分布の影響を最小限
に抑えることができるため、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００６８】
　（実施の形態３）
　図７は、圧電体が厚み方向の振動モードをもつ超音波送受波器の超音波分布を示してい
る。
【００６９】
　図７において、実線は製造直後の状態を、点線は経年変化品（例えば、熱衝撃試験など
の信頼性試験後の品）の超音波分布を示している。実線で示した製造直後のものにおいて
は、超音波分布の安定領域ｃは大変広く、超音波伝播開口部４の寸法ｂを広くすることが
できるが、点線で示した信頼性試験後の超音波分布は安定領域ｃ′のように狭くなってし
まう。そのため、長期にわたって、流体の種類や温度などの環境条件が変化しても広範囲
の流量を高精度に計測するためには、超音波送受波器５の劣化を想定して、超音波伝播開
口部４を小さくする必要がある。
【００７０】
　さらに、製造上のばらつきも同様で、多少の超音波ばらつきも、超音波伝播開口部は矩
形とし、被測定流体の流れに対して垂直方向の寸法は、超音波送受波器に備えられた圧電
体の寸法と比べ小さく設定した。これにより、超音波分布を持つ超音波送受波器、あるい
は、経年変化によって多少の超音波分布が変化したとしても、超音波伝播開口部にほぼ均
一な超音波が照射されるため、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、流体の
種類や温度などの環境条件が変化しても流速分布に影響されない受信信号とすることが出
来、結果、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００７１】
　以上のように、本実施の形態においては、超音波分布を持つ超音波送受波器、あるいは
、圧電体に径方向振動だけでなく、厚み振動を用いた場合にも、製造上のばらつき、経年
劣化等によって、超音波分布に多少のばらつきが生じた場合でも、あらかじめ超音波送受
波器の市場での変化を想定して、超音波伝播開口部４を小さくしたものである。これによ
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り、超音波分布が結果的に小さくなり、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり
、流体の種類や温度などの環境条件が変化しても流速分布に影響されない受信信号とする
ことが出来、結果、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００７２】
　（実施の形態４）
　図８は圧電体が径方向の振動モードをもつ超音波送受波器の超音波分布を示している。
【００７３】
　図８において、実線は、超音波送受波器５の出力が大きくなる共振周波数で超音波送受
波器を駆動したときの超音波分布、点線は、超音波送受波器５の共振周波数よりずらした
周波数で駆動したときの超音波分布を示している。
【００７４】
　図９は、超音波送受波器の超音波出力の周波数特性を示している。
【００７５】
　図９において、共振周波数ｅで、超音波出力が最大を示しなだらかな放物線を示す。
【００７６】
　超音波送受波器５の共振周波数ｅよりずらした場合（ｆ、ｇ）、流体に伝播する超音波
の絶対出力は低下するが、超音波分布は、図８の点線で示したように小さくなり、超音波
の安定領域がｄからｄ´へと広くなる。そのため、流体の種類や温度などの環境条件が変
化しても流速分布に影響されない受信信号とすることが出来、結果、広範囲の流量を高精
度に計測することができる。この周波数は、例えば、２００ｋＨｚの共振周波数をもつ超
音波送受波器の場合、約２０～３０ｋＨｚずらすことによって実現できる。
【００７７】
　以上のように、本実施の形態においては、超音波送受波器の駆動周波数は、計測に影響
を与えない範囲で超音波送受波器の共振周波数とは異なる周波数で駆動するようにしたも
のである。これにより、超音波送受波器中央部からの超音波出力が低下し、超音波分布が
結果的に小さくなり、流路断面の全域に超音波が伝播されることになり、流体の種類や温
度などの環境条件が変化しても流速分布に影響されない受信信号とすることが出来、結果
、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００７８】
　（実施の形態５）
　図１１は圧電体が径方向の振動モードをもつ超音波送受波器の超音波分布を示している
。
【００７９】
　図１１において、実線は、音響整合体１３の厚みをλ／４としたときの超音波分布を示
しており、点線は音響整合体２３の厚みをλ／４よりも厚くする、あるいは薄くした超音
波送受波器の超音波分布を示している。
【００８０】
　図１０は本発明実施の形態における超音波送受波器の断面図を示している。図１０に示
すとおり、超音波の相対強度が強い中央部の音響整合体の厚みを、設計値λ／４より（ａ
）厚くする、もしくは（ｂ）薄くすることで超音波分布をより平滑化する。
【００８１】
　以上のように、音響整合層の厚みをλ／４の厚みより計測に影響を与えない範囲でずら
すように設定することによって、流体に伝播する超音波の絶対出力は低下するが、超音波
分布は、図１１の点線で示したように小さくなり、超音波の安定領域がｈからｈ´へと広
くなる。そのため、流体の種類や温度などの環境条件が変化しても流速分布に影響されな
い受信信号とすることが出来、結果、広範囲の流量を高精度に計測することができる。
【００８２】
　以上のように、本実施の形態においては、超音波送受波器は、圧電体と音響整合層を備
え、音響整合層の中央部の厚みをλ／４の厚みより計測に影響を与えない範囲でずらすよ
うに設定したものである。これにより、超音波分布が結果的に小さくなり、流路断面の全
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域に超音波が伝播されることになり、流体の種類や温度などの環境条件が変化しても流速
分布に影響されない受信信号とすることが出来、結果、広範囲の流量を高精度に計測する
ことができる。
【産業上の利用可能性】
【００８３】
　以上のように、本発明にかかる超音波流量計は、安定した流量計測が可能となるため、
家庭用流量計、産業用流量計等の用途に適用できる。
【符号の説明】
【００８４】
　１　一方の開口端
　２　他方の開口端
　３　矩形流路
　４　超音波伝播開口部
　５、６　超音波送受波器
　７　シール部
　８　固定板
　１０　計時装置
　１１　演算部

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】 【図８】
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【図１０】

【図１１】

【図１２】



(15) JP 2012-242090 A 2012.12.10

10

フロントページの続き

(72)発明者  尾崎　行則
            大阪府門真市大字門真１００６番地　パナソニック株式会社内
(72)発明者  藤井　裕史
            大阪府門真市大字門真１００６番地　パナソニック株式会社内
(72)発明者  佐藤　真人
            大阪府門真市大字門真１００６番地　パナソニック株式会社内
(72)発明者  足立　明久
            大阪府門真市大字門真１００６番地　パナソニック株式会社内
Ｆターム(参考) 2F035 DA05  DA07  DA19  DA22 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

